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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第60期
第１四半期
累計(会計)期間

第59期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 1,824,843 15,124,308

経常損失（△） (千円) △63,458 △546,824

四半期(当期)純損失（△） (千円) △30,183 △990,475

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ―

資本金 (千円) 1,579,926 1,579,926

発行済株式総数 (株) 7,552,000 7,552,000

純資産額 (千円) 1,483,437 1,496,234

総資産額 (千円) 5,301,193 5,973,036

１株当たり純資産額 (円) 196.79 198.43

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △4.00 △131.34

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ―

１株当たり配当額 (円)
─
(─)

―
(―)

自己資本比率 (％) 28.0 25.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △329,463 △735,396

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 75,529 1,990,591

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △646,950 △369,545

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 236,497 1,137,382

従業員数 (名) 116 117

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がなく、また１株当たり四半期（当期）

純損失が計上されているため、記載しておりません。 

３　従業員数は就業人員数を表示しております。

４　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

　提出会社の状況

平成20年6月30日現在

従業員数(名) 116(38)

(注) 従業員数は就業人数であり、嘱託社員及び臨時従業員数は（　）内に当四半期会計期間の平均人員を外数で記載

しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、商品仕入及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、石油製品の卸売、小売販売及び自転車販売を主な業務としており、生産設備を保有しておりま

せん。 

　従って生産実績の記載はしておりません。 

　

(2) 商品仕入実績

当第１四半期会計期間における商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別の名称 仕入高(千円)

石油事業 1,495,470

専門店事業 70,733

合計 1,566,204

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 販売高(千円)

石油事業 1,688,794

専門店事業 63,804

その他の事業 72,244

合計 1,824,843

(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　２ 専門店事業の商品仕入高が販売高より多いのは、新店用の仕入を先行して行ったためであります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

（当社と新日本石油株式会社との特約店契約） 

当社は新日本石油株式会社との間に石油製品の販売等に関して特約店契約を締結しております。なお、本

契約は、双方いずれか一方が解約の申し入れをしない限り継続いたします。 
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、サブプライム住宅ローン問題を背景とした米国経済の

景気後退懸念と共に、原油を始めとする原材料価格の一段の高騰により企業収益に大きな影響が出てま

いりました。当社の主力事業である石油業界における市場環境は、日本向け原油の指標となるドバイ原油

が４月に１バーレル当たり１１０ドルとなり史上最高値を更新し、６月には更に更新し１３６ドルまで

上昇いたしました。この結果、石油製品価格も大きく高騰し、これまで以上に消費低迷が進み大変厳しい

事業環境となりました。 

このような状況のなか、当社は前事業年度に「ホームセンター事業」をすべて事業譲渡いたしまして

石油事業と自転車販売の「コギー」を中核とする新体制で「収益の出せる体質づくり」に向けての取り

組み事業展開しております。

石油事業におきましては、売上高は４月の暫定税率の免税措置による減少や５月の免税措置の終了に

よる影響で計画達成できなかったものの、６月からは上昇傾向にあります。また総平均法によるたな卸商

品の単価は期末時点での仕入価格との差が大きく売上総利益は計画を下回り苦戦いたしました。

サービスステーションでは、高騰し続けるガソリン価格に対する消費者の強まる節約志向に呼応すべ

く、燃料油以外の製品に低価格帯メニューを拡充させ、「生活応援」価格として提供いたしました。また

接客から技術および知識に至るまで、より実践に役立たせるための社内ライセンス制度は、ほぼ予定され

たスピードで展開中であり、実績への寄与はしばらく時間を要するものの確実にフルサービスの強みで

あるスタッフのスキル向上が図れております。卸・直販では、原油価格高騰により石油製品価格の上昇は

この３ヶ月間で過去にない大幅な値上げとなりましたが、各取引先様にご理解、ご協力をいただきまし

た。

サイクルショップ「コギー」では、石油高騰の影響により自転車を購入するニーズが高まり始めまし

た。このような状況のなか懐かしさやヨーロピアンテイストを加えた本物志向の品揃えと、お好みの色や

仕様へのカスタマイズのご提案を行うと共に、スタッフ一人ひとりの接客力に磨きをかけ、大型店や他の

競合専門店との差別化を図ってまいりました。また、「自転車メンテナンス講習会」や「サイクルイベン

ト」など開催し、ご購入後の自転車の遊び方、乗り方、楽しみ方などを積極的にご提供いたしました。ま

た、７月に新店２店舗の開設を計画どおり進めるため出店準備作業を行いました。

これらの結果、当第１四半期の売上高は、原油高と景気後退などの影響をうけ１８億２４百万円、経常

損失は６３百万円、四半期純損失は特別利益に役員退職慰労引当金戻入額７５百万円他総額１億円を計

上し、特別損失に固定資産売却損５７百万円他総額６３百万円を計上した結果、３０百万円となりまし

た。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における総資産は、５３億１百万円（前事業年度末比　６億７１百万円減）、

うち純資産額は１４億８３百万円（前事業年度末比　１２百万円減）となりました。

資産のうち流動資産は１３億９６百万円（前事業年度末比　７億３１百万円減）、固定資産は３９億５

百万円（前事業年度末比　５９百万円増）となりました。これらの増減の主なものは、現金及び預金の９

億円減少、差入保証金の１億５７百万円の増加、有形固定資産の１億１７百万円の減少によるものであり

ます。

負債につきましては３８億１７百万円（前事業年度末比　６億５９百万円減）となりました。流動負債

は２４億６９百万円（前事業年度末比　４億３０百万円減）、固定負債は１３億４８百万円（前事業年度

末比　２億２８百万円減）となりました。これらの増減の主なものは、借入金を６億４６百万円返済した
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ことによるものであります。 

純資産につきましては、有形固定資産の売却により土地再評価差額金が増加したことと四半期純損失

を計上したことにより前事業年度末に比べ１２百万円減少しました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間末における現金及び同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ９

億円減少し２億３６百万円となりました。

　

当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は、３億２９百万円となりました。主な要因としましては税引前四半期純

損失を２６百万円計上したことと取引保証金の差入による１億５０百万円の増加、原油価格の高騰によ

りたな卸資産が９６百万円増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、７５百万円となりました。主な要因としましては、事業譲渡による収

入３９百万円と有形固定資産の売却による収入４４百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、６億４６百万円となりました。主な要因としましては財務体質の改善

を進めるため借入金の返済をしたことによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、当社が対応すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

該当事項はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年8月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,552,000 7,552,000
ジャスダック
証券取引所

完全議決権株式であり権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

計 7,552,000 7,552,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年６月30日 ─　　　 7,552,000 ─ 1,579,926 ─ 1,091,314

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  11,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式7,474,000 7,474同上

単元未満株式 普通株式　 67,000 ― 同上

発行済株式総数 7,552,000― ―

総株主の議決権 ― 7,474 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式631株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ダイヤ通商株式会社

東京都豊島区
巣鴨一丁目６番10号

11,000 ─ 11,000 0.15

計 ― 11,000 ─ 11,000 0.15

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月

　
５月

　
６月

最高(円) 172 142 130

最低(円) 65 98 83

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間(平成20年４月１日か

ら平成20年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法人薄衣佐吉事務所により四半期レビュー

を受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第1四半期会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 236,497 1,137,382

受取手形及び売掛金 672,232 664,458

商品 251,276 154,732

その他 248,608 180,860

貸倒引当金 △12,500 △10,300

流動資産合計 1,396,115 2,127,134

固定資産

有形固定資産

土地 2,919,302 2,933,773

その他 ※１
 360,743

※１
 463,540

有形固定資産合計 3,280,045 3,397,313

無形固定資産 16,779 16,779

投資その他の資産

差入保証金 329,611 171,663

その他 343,442 337,545

貸倒引当金 △64,800 △77,400

投資その他の資産合計 608,253 431,809

固定資産合計 3,905,078 3,845,901

資産合計 5,301,193 5,973,036

負債の部

流動負債

買掛金 433,828 438,933

短期借入金 1,439,988 1,930,288

1年内返済予定の長期借入金 252,071 271,976

未払法人税等 5,385 19,469

事業譲渡損失引当金 8,421 10,000

店舗閉鎖損失引当金 6,000 －

その他 323,368 228,487

流動負債合計 2,469,063 2,899,155

固定負債

長期借入金 283,484 420,078

退職給付引当金 52,802 70,974

役員退職慰労引当金 108,125 183,087

再評価に係る繰延税金負債 668,016 668,016

その他 236,264 235,489

固定負債合計 1,348,692 1,577,646

負債合計 3,817,755 4,476,801
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（単位：千円）

当第1四半期会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,579,926 1,579,926

資本剰余金 1,091,314 1,091,314

利益剰余金 △1,350,402 △1,254,585

自己株式 △2,646 △2,494

株主資本合計 1,318,192 1,414,160

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,370 △14,168

土地再評価差額金 161,875 96,242

評価・換算差額等合計 165,245 82,073

純資産合計 1,483,437 1,496,234

負債純資産合計 5,301,193 5,973,036
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第1四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

売上高 1,824,843

売上原価 1,540,499

売上総利益 284,344

販売費及び一般管理費 ※
 333,198

営業損失（△） △48,853

営業外収益

受取利息 954

受取配当金 1,624

その他 2,085

営業外収益合計 4,664

営業外費用

支払利息 18,683

その他 585

営業外費用合計 19,269

経常損失（△） △63,458

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 75,624

その他 25,005

特別利益合計 100,630

特別損失

固定資産売却損 57,356

その他 6,049

特別損失合計 63,405

税引前四半期純損失（△） △26,233

法人税、住民税及び事業税 3,950

四半期純損失（△） △30,183
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第1四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △26,233

減価償却費 8,129

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,400

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △74,962

退職給付引当金の増減額（△は減少） △18,171

受取利息及び受取配当金 △2,579

支払利息 18,683

有形固定資産売却損益（△は益） 57,356

売上債権の増減額（△は増加） △9,313

たな卸資産の増減額（△は増加） △96,543

仕入債務の増減額（△は減少） △6,959

差入保証金の増減額（△は増加） △150,201

その他 16,061

小計 △295,133

利息及び配当金の受取額 2,516

利息の支払額 △18,812

法人税等の支払額 △18,034

営業活動によるキャッシュ・フロー △329,463

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,726

有形固定資産の売却による収入 44,542

差入保証金の差入による支出 △7,750

事業譲渡による収入 39,072

その他 1,390

投資活動によるキャッシュ・フロー 75,529

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △490,300

長期借入金の返済による支出 △156,499

その他 △151

財務活動によるキャッシュ・フロー △646,950

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △900,884

現金及び現金同等物の期首残高 1,137,382

現金及び現金同等物の四半期末残高 236,497
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

当社は、平成16年度830,127千円、平成17年度833,402千円、平成19年度990,475千円の当期純損失を計

上し、また、当第1四半期会計期間においても30,183千円の四半期純損失を計上しております。当該状況

により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

当社は、このような状況を解消し営業損益の黒字化を達成するために、平成20年3月期を始期とする

中期経営計画を遂行することにより収益の改善を図っておりますが、原油価格が過去最高値を継続的

に更新し続けるなど経済環境・事業環境共に厳しい中で、当第1四半期会計期間は業績回復に遅れが生

じております。しかしながら以下の諸施策は着実に遂行され成果を挙げ始めており、今後も継続するこ

とにより。当事業年度（平成２１年３月期）以降は、営業利益を出せる見込みであります。

　

＜石油事業＞

①サービスステーション

・各店舗のインフラの違いや環境を考慮し、以下の３カテゴリーに分類し経営戦略の明確化を

図っている。

　　a.量販価格志向型（現金客の増客を図る）

　　b.サービス充実型（掛売先への効果的アプローチの強化を図る）

　　c.多角型（地域密着型メニューの強化を図る）

・ライセンス制度の導入に関しては、洗車部門はほぼ完了したので引き続き、タイヤ部門、バッテ

リー部門への導入に取り組む。加えて習得した商品知識やセールストークを活用して、車検受付

獲得を促進するなど燃料油以外の車関連商品の収益拡大を図る。

・客数確保と囲い込み戦略に効果があったエネオスキャッシュカードの会員獲得推進により、初

回導入の日野万願寺ＳＳでは引き続き販売数量や客数の拡大を持続しており、今後も量販指向

型SSを中心に導入店の拡大を図る。

・現金客が利用しやすいように価格看板を設置し、価格を明示することにより増客が図られてい

る。

・新日本石油㈱よりの賃借ＳＳの賃借料につき、交渉が成立し年間3百万円を削減する見込み。

・直近の店舗状況および収益構造を再点検し、不採算店舗は閉鎖する。

　

②卸・直販

・仕入枠の拡大のため現金仕入を強化することにより、利益率の改善を図る。

・自社油槽所の価格優位性により、小口直販先の新規開拓・燃料販社への拡販を図る。

・ゴムネット・ポリ袋などの石油以外の商品の販売強化を図る。

・既存お取引先への石油製品以外の新規商材の販売強化を図る。

　

＜専門店事業＞

①コギー

・チラシのポスティング活動やホームページ開設によるインターネットの活用など店舗の認知度

の向上を図る。

・自転車を使い、お客様と共に楽しむイベント企画などを通じてお客様の囲い込みを強化する。

・平成20年7月に、藤沢へ既存店舗に加えて2店目を、また「ららぽーと横浜」内へ店舗を新設し

た。
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・現在のところ年度内の出店は一旦終了とし、既存店における自転車および関連商品のマーチャ

ンダイジングの見直し・強化や、新店における実績検証と結果に応じた見直しへ着手すると同

時に、店長候補の育成システムの構築に取り組む。

②新規事業開発

・ホームセンター事業において取組みを開始しておりました当社オリジナルの「ペットウェア」

のマーケットを、「中国の富裕層」に狙いを定め「メイドインジャパン」をコンセプトに中国

ベンダーに売り込み卸販売を展開するべく準備を進めている。

・上記企画のパイロットショップとして、オリジナルウェア（平成20年秋冬物）を中心とした物

販に、トリミングやしつけ教室を併設したショップを、ベルコモンズ青山へ出店準備中でありま

す。

　

＜管理部＞

・当第1四半期会計期間の販管費及び一般管理費は、前年比（ホームセンター事業を除く）で58百

万円の削減が図れた。引き続きコスト管理を継続していく。

・ビッグサムの譲渡代金による借入金返済（5億円）は6月末日で実行した。加えて有価証券2銘

柄、保養所、社員寮2ヶ所の処分を実行し２億円の借入金返済を実行した。引き続き不動産の売却

により有利子負債の圧縮を促進する。

　

四半期財務諸表は継続企業を前提に作成しており、このような重要な疑義の影響を四半期財務諸表

には反映しておりません。
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

　
当第１四半期会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

会計処理基準に
関する事項の変
更

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を当

第１四半期会計期間から適用し、評価基準については、

原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

簡便な会計処理

　
当第１四半期会計期間 
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　固定資産の減

価償却費の算

定方法

　定率法を採用している資産については、会計年度に係

る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

 

２　法人税等の算

定方法

 法人税、住民税及び事業税の納付税額の算定について

は、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに

限定する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第１四半期会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　1,169,569千円　※１　有形固定資産の減価償却累計額　1,264,959千円

　２　　　　　　──────── 　２　受取手形割引高 　　　　　　　　　51,607千円

　

(四半期損益計算書関係)

　
当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

 

※販売費及び一般管理費のうち主なもの
　　給料手当　　　　　　157,068千円
　　不動産賃借料　　  　 30,247千円
　　法定福利費　　　　   15,516千円
　　退職給付費用　　　　 10,154千円
　　貸倒引当金繰入額　　  5,892千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 236,497千円

現金及び現金同等物 236,497千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 7,552,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 13,615

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 196円 79銭
 

１株当たり純資産額
 

198円 43銭

（注）１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 1,483,437 1,496,234

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

─ ─

普通株式に係る純資産額（千円） 1,483,437 1,496,234

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式数（株）

7,538,385 7,540,369

　

EDINET提出書類

ダイヤ通商株式会社(E03252)

四半期報告書

19/22



２　１株当たり四半期純損失等

　
当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純損失 4円00銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　

項目
当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) 30,183

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失(千円) 30,183

普通株式の期中平均株式数(株) 7,538,906

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月13日

ダイヤ通商株式会社

取締役会　御中

　

監査法人薄衣佐吉事務所

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　村　　都　　彦　　印

　

業務執行社員 公認会計士　　今　　田　　　　　亮　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイ

ヤ通商株式会社の平成20年４月1日から平成21年３月31日までの第60期事業年度の第１四半期累計期間（平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損

益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ダイヤ通商株式会社の平成20年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成16年度830,127千円、平成17年度833,402千円、平

成19年度990,475千円の当期純損失を計上し、また、当第１四半期累計期間においても30,183千円の四半期純

損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等

は当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑

義の影響を四半期財務諸表には反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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